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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第22期

第１四半期
連結累計期間

第23期
第１四半期
連結累計期間

第22期

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成29年９月30日

売上高 (千円) 7,637,825 7,517,108 30,933,963

経常利益 (千円) 1,125,762 619,502 3,972,461

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 677,233 801,513 1,434,207

四半期包括利益または包括利益 (千円) 743,188 955,934 1,437,080

純資産額 (千円) 17,195,860 18,474,207 17,937,376

総資産額 (千円) 23,043,627 23,668,935 23,897,871

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 12.30 14.70 26.27

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)純利益金額

(円) 12.21 14.64 26.12

自己資本比率 (％) 72.2 74.4 71.2

(注) 売上高には、消費税等は含まれていません。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業

等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在していません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

スマートフォン端末の販売台数が伸び悩んでいることなどから、携帯ショップを通じたスマートフォン有料会員

の獲得に苦戦し、平成29年12月末の同有料会員数は516万人（平成29年９月末比16万人減）となり、全体有料会員数

は635万人（同21万人減）となりました。

売上高については、前期と比べて全体有料会員数が減少していますが、顧客単価（ARPU）の上昇傾向が続いてお

り、また株式会社ビデオマーケットの連結子会社化（平成29年３月実施）に伴う売上高の加算もあり、7,517百万円

（前年同期比1.6％減）とほぼ横ばいとなりました。

一方、売上総利益は動画配信の品揃え強化に伴い売上原価が増加したことにより、5,926百万円（同6.8％減）と

減益となりました。

　営業利益および経常利益についても、売上総利益の減益を主因に、それぞれ661百万円（同42.4％減）、619百万

円（同45.0％減）となりました。

　親会社株主に帰属する四半期純利益については、当社100％子会社のクライム・ファクトリー株式会社を吸収合併

（平成29年10月１日）し、同社の繰越欠損金を引き継いだこと等により税金費用が減少したことを主因に、801百万

円（同18.4％増）と増益となりました。

決算短信（宝印刷） 2018年03月26日 11時56分 6ページ（Tess 1.50(64) 20180315_01）



7

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結累計期間末の資産合計は23,668百万円となり、平成29年９月末対比228百万円の減少となりま

した。

資産の部については、流動資産では主に現金及び預金が減少したことにより667百万円の減少となり、固定資産

では主に投資有価証券が増加したことにより438百万円の増加となりました。

負債の部については、流動負債では主に未払法人税等が減少したことにより794百万円の減少となり、固定負債

では主に退職給付に係る負債が増加したことにより28百万円の増加となりました。

純資産の部については、配当金の支払いがありましたが、親会社株主に帰属する四半期純利益として801百万円

を計上したことにより536百万円の増加となりました。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新

たに生じた課題はありません。

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は40百万円です。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 179,040,000

計 179,040,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年２月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 60,855,200 60,874,800
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株です

計 60,855,200 60,874,800 ― ―

(注) 提出日現在発行数には、平成30年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式は含まれていません。

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年10月１日～
平成29年12月31日

800 60,855,200 226 5,070,075 226 4,875,144

(注) １ 新株予約権の権利行使による増加です。

２ 平成30年１月１日から平成30年１月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が19,600

株、資本金が3,140千円および資本準備金が3,140千円増加しています。
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成29年９月30日の株主名簿により記載しています。

① 【発行済株式】

平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

6,333,100
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

54,518,400
545,184

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式 普通株式 2,900 ― ―

発行済株式総数 60,854,400 ― ―

総株主の議決権 ― 545,184 ―

(注) 完全議決権株式(その他)には、証券保管振替機構名義の株式の2,000株(議決権20個)が含まれています。

② 【自己株式等】

平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社エムティーアイ

新宿区西新宿三丁目20番２号 6,333,100 ― 6,333,100 10.41

計 ― 6,333,100 ― 6,333,100 10.41

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しています。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで）および第１四半期連結累計期間（平成29年10月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けています。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,133,961 9,569,907

受取手形及び売掛金 6,187,768 5,806,594

繰延税金資産 237,802 395,049

その他 871,609 1,006,762

貸倒引当金 △64,541 △79,158

流動資産合計 17,366,600 16,699,155

固定資産

有形固定資産 276,891 295,446

無形固定資産

ソフトウエア 2,078,726 1,923,385

のれん 46,401 48,879

その他 73,803 72,755

無形固定資産合計 2,198,932 2,045,019

投資その他の資産

投資有価証券 2,437,544 3,026,598

敷金及び保証金 526,887 510,868

繰延税金資産 1,018,159 1,067,438

その他 136,387 135,933

貸倒引当金 △63,532 △111,523

投資その他の資産合計 4,055,446 4,629,314

固定資産合計 6,531,270 6,969,780

資産合計 23,897,871 23,668,935
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,276,051 1,205,290

未払金 1,974,346 1,779,062

未払法人税等 668,727 95,087

賞与引当金 － 176,461

コイン等引当金 148,536 146,635

その他 816,069 686,474

流動負債合計 4,883,730 4,089,011

固定負債

退職給付に係る負債 1,020,346 1,053,187

負ののれん 22,305 20,026

その他 34,111 32,503

固定負債合計 1,076,764 1,105,716

負債合計 5,960,494 5,194,728

純資産の部

株主資本

資本金 5,069,848 5,070,075

資本剰余金 5,790,072 5,790,298

利益剰余金 9,311,231 9,694,053

自己株式 △3,148,848 △3,148,848

株主資本合計 17,022,303 17,405,578

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △12,646 183,566

為替換算調整勘定 △22,912 △20,189

退職給付に係る調整累計額 39,256 39,769

その他の包括利益累計額合計 3,697 203,145

新株予約権 297,991 313,653

非支配株主持分 613,383 551,830

純資産合計 17,937,376 18,474,207

負債純資産合計 23,897,871 23,668,935
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年10月１日
　至 平成28年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年10月１日
　至 平成29年12月31日)

売上高 7,637,825 7,517,108

売上原価 1,275,444 1,590,156

売上総利益 6,362,380 5,926,951

販売費及び一般管理費 5,213,222 5,265,147

営業利益 1,149,157 661,803

営業外収益

受取利息 25 25

受取配当金 2,517 7,517

負ののれん償却額 2,279 2,279

その他 15,009 6,918

営業外収益合計 19,831 16,741

営業外費用

持分法による投資損失 39,017 14,413

為替差損 1,036 1,556

その他 3,172 43,072

営業外費用合計 43,226 59,042

経常利益 1,125,762 619,502

特別利益

固定資産売却益 － 169

持分変動利益 － 32,968

特別利益合計 － 33,138

特別損失

固定資産除却損 19,922 19,917

関係会社株式売却損 － 1,870

和解金 － 42,990

特別損失合計 19,922 64,778

税金等調整前四半期純利益 1,105,840 587,862

法人税、住民税及び事業税 437,794 130,942

法人税等調整額 3,171 △298,276

法人税等合計 440,965 △167,334

四半期純利益 664,874 755,196

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △12,359 △46,317

親会社株主に帰属する四半期純利益 677,233 801,513

決算短信（宝印刷） 2018年03月26日 11時56分 13ページ（Tess 1.50(64) 20180315_01）



14

【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年10月１日
　至 平成28年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年10月１日
　至 平成29年12月31日)

四半期純利益 664,874 755,196

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 45,693 196,212

為替換算調整勘定 27,409 3,879

退職給付に係る調整額 4,568 512

持分法適用会社に対する持分相当額 643 133

その他の包括利益合計 78,314 200,738

四半期包括利益 743,188 955,934

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 745,299 1,000,962

非支配株主に係る四半期包括利益 △2,110 △45,027
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年10月１日
　至 平成29年12月31日)

（連結の範囲の重要な変更）

当第１四半期連結会計期間において、連結子会社であるクライム・ファクトリー株式会社は、当社を存続会社

とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しています。また、連結子会社である株式会社ZERO-A

は、株式をすべて売却したことにより、連結の範囲から除外しています。

(追加情報)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年10月１日
　至 平成29年12月31日)

（賞与引当金）

当第１四半期連結会計期間末においては賞与支給額が確定していないため、賞与支給見込額のうち、当第１四半期

連結累計期間の負担額を賞与引当金として計上しています。

なお、前連結会計年度末においては、賞与支給確定額314,912千円を流動負債の「その他」として計上していま

す。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）およびのれんの償却額は次の

とおりです。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年10月１日
　至 平成28年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年10月１日
　至 平成29年12月31日)

減価償却費 405,581千円 446,245千円

のれんの償却額 2,926千円 6,856千円

負ののれんの償却額 △2,279千円 △2,279千円

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間（自 平成28年10月１日 至 平成28年12月31日）

１. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年12月23日
定時株主総会

普通株式 444,991 8 平成28年９月30日 平成28年12月26日 利益剰余金

２. 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

３. 株主資本の著しい変動

（自己株式の取得）

当社は、平成28年10月31日開催の取締役会決議に基づき、平成28年11月２日から平成28年12月22日までに

自己株式1,407,900株の取得を行いました。この結果、当第１四半期連結累計期間において、自己株式が

999,959千円増加し、当第１四半期連結会計期間末において、自己株式が3,148,848千円となっています。

当第１四半期連結累計期間（自 平成29年10月１日 至 平成29年12月31日）

１. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年12月23日
定時株主総会

普通株式 436,170 8 平成29年９月30日 平成29年12月25日 利益剰余金

２. 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

(共通支配下の取引等)

当社は、平成29年７月28日開催の取締役会決議に基づき、平成29年10月１日を効力発生日として、当社の連結

子会社であったクライム・ファクトリー株式会社を吸収合併いたしました。

１．取引の概要

　 (1) 結合当事企業の名称およびその事業の内容

　 企業の名称 クライム・ファクトリー株式会社

　 事業の内容 スポーツに特化したITソリューション提供

　 (2) 企業結合日

　 平成29年10月１日

　 (3) 企業結合の法的形式

　 当社を存続会社とする吸収合併方式で、クライム・ファクトリー株式会社は解散いたしました。

　 (4) 結合後企業の名称

　 変更ありません。

　 (5) その他取引の概要に関する事項

同社はスポーツ現場をはじめとしたシステム開発、情報分析、ソリューション提案等を行っていました

が、同社を吸収合併し一体運営する方がより効率的と判断したためです。
　

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）および「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13日）に基づき、共通支配

下の取引として処理しています。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自 平成28年10月１日 至 平成28年12月31日）

当社グループは、携帯電話向けのコンテンツ配信（サイト運営）およびそれに関連したサービスの単一セグメ

ントであるため、記載を省略しています。

　

当第１四半期連結累計期間（自 平成29年10月１日 至 平成29年12月31日）

当社グループは、携帯電話向けのコンテンツ配信（サイト運営）およびそれに関連したサービスの単一セグメ

ントであるため、記載を省略しています。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益および算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益および算定上の基礎は、

以下のとおりです。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 12円30銭 14円70銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 677,233 801,513

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

677,233 801,513

普通株式の期中平均株式数(株) 55,047,708 54,521,880

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 12円21銭 14円64銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する
四半期純利益調整額(千円)

－ 　－

普通株式増加数(株) 420,105 222,040

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ
た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変
動があったものの概要

－ －

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成30年２月９日

株式会社エムティーアイ

取締役会 御中

　

新日本有限責任監査法人
　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 會 田 将 之 印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 石 井 広 幸 印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エムテ

ィーアイの平成29年10月１日から平成30年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年10月１日か

ら平成29年12月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年10月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エムティーアイ及び連結子会社の平成29年12月31日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以 上
　

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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